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担保等適格確認書（第３号書式（Ｂ））（債務者名称等記入用）

　 （本書式の利用対象）
・保証企業が存在するコマーシャル・ペーパー、短期社債または短期外債にかかる適格性確認
・代表者の代理人が記名なつ印した手形または証書貸付債権・外貨建証書貸付債権にかかる適格性確認
・合併等により解散または商号を変更した企業等にかかる適格性確認
・「企業および地方公共団体等債務にかかる特則適格担保に関する細則」に基づく地方公共団体また
　は地方公共団体出資法人を債務者とする電子記録債権または証書貸付債権にかかる適格性確認
・「日本銀行が行うコマーシャル・ペーパー等の売戻条件付買入に関する細則」に基づく適格性確認
・債務者コード等が不明な際の適格性確認
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	項番
	種類
	債務者等の名称
（商号）
	債務者コード等
	追加情報記入欄
	日本銀行使用欄
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（注意）１．本照会は、実際に担保差入を予定している場合または「日本銀行が行うコマーシャル・ペーパー等の売戻条件付買入に関する細則」に基づき適格性確認を行う場合のみ行う。
２．照会区分欄では、「担保に関する細則」に基づき適格性確認を行う場合には「本則」を、「企業および地方公共団体等債務にかかる特則適格担保に関する細則」に基づき適格性確認を行う場合には「特則」を選択し、「日本銀行が行うコマーシャル・ペーパー等の売戻条件付買入に関する細則」に基づき適格性確認を行う場合には「ＣＰ等売戻条件付買入」を選択する。
３．当日照会通番欄には、「本則」、「特則」または「ＣＰ等売戻条件付買入」の別にかかわらず、照会当日において何通目の「担保等適格確認書（債務者名称等記入用）」の送信となるかを、「Ｂ－」の後に数字で記入する。なお、当日中に「担保等適格確認書（一般用）」（第３号書式（Ａ））を送信する場合は、それぞれの書式の中で重複しない番号を付番する。
４．種類欄は、「手形・ＣＰ・資産担保ＣＰ」、「保証条件付ＣＰ」、「保証条件付短期社債・短期外債」、「証書貸付債権・外貨建証書貸付債権」、「短期社債」、「資産担保短期債券」、「手形類似電子記録債権」、「電子記録債権（手形類似以外）」のいずれかを選択する。
５．債務者等の名称（商号）欄には、商号等を正式名称で記入する。
６．債務者コード等欄には、債務者コード、支払人等コードまたは発行者コード（６桁）を記入する。ただし、「企業および地方公共団体等債務にかかる特則適格担保に関する細則」に基づき地方公共団体または地方公共団体出資法人を債務者とする電子記録債権または証書貸付債権の適格性確認を行う場合、債務者コード等が不明な際に適格性確認を行う場合は、債務者コード等欄は空欄とする。
７．追加情報記入欄については、以下のとおり取扱う。
（１）コマーシャル・ペーパー、短期社債または短期外債について保証企業が存在する場合には、区分欄は「保証企業名」を選択し、追加情報欄に具体的な保証企業名を正式名称で記入する。これら以外の担保種類の保証付債務にかかる適格性の確認を行いたい場合には、日本銀行業務局にその旨を電話連絡する。
（２）手形または証書貸付債権・外貨建証書貸付債権に記名なつ印した者が代表者の代理人の場合には、区分欄は「代理人の職名および氏名」を選択し、追加情報欄に具体的な代理人の職名および氏名を記入する。
（３）合併等により解散または商号を変更した企業等を照会する場合には、区分欄は「解散企業等」を選択し、追加情報欄に解散企業等の商号を正式名称で記入する（債務者等の名称（商号）欄には、現在の商号を正式名称で記入する）。
８．照会数が項番５を超える場合には、新たに別のファイルを作成し、日本銀行に送信する。
９．日本銀行へ送信するファイル名は次のとおりとする。
「金融機関等店舗コード（7桁）」+「担保照会」+「西暦年月日（8桁）」+「当日照会通番（2桁）」+「.docx」【例：1234567担保照会2023030101.docx】
10．太枠内の必要な箇所が漏れなく記入されていること、照会したい情報が正しく記入されていることを確認のうえ、日本銀行に送信する。
11．適否は、○または×で回答する。なお、適否欄が×である場合の理由等について、不明な点がある場合には、日本銀行金融市場局から送付している「日本銀行担保の適格性判定依頼に関する留意事項」を確認のうえ、必要に応じて当該資料に記載の照会先に連絡することができる。 
12. 日本銀行からの適否回答時には、種類欄から追加情報欄までの記載内容を削除し、項番、適否および連絡事項のみを残して回答する。このため、照会時に日本銀行に送信した手元ファイルと照合する形で適否を確認する。業務オンライン上では、日本銀行に送信したファイルは保存されないため、別途、手元にファイルを保存する。また、提出日時欄には、日本銀行が当該確認書を受信した時刻を記入して回答するため、送信済のファイル等に送信した時刻を控えておく。
